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課題解決に向けて
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１． 意識調査から
　人身取引の被害者が日本に送られてくる大きな理由の一つは、日本に性的サービスの売買
に対する「需要」があるからです。この章では、2006年に国立女性教育会館が行った人身取
引問題に関する意識調査（「現代人の意識と行動に関する調査」）の結果から、日本の人々が
買売春に対してどのような考えを持っているか、どれくらいの人が実際に性的サービスを買っ
た経験があるのか、などについて見ていきます。この調査は、全国18歳以上65歳未満の男女
5000人を対象に行い、1190人から回答を得ました（住民基本台帳による無作為抽出、回収率
23.8％）。

（１）人身取引について過半数が「知らない」現状
　日本が人身取引の受入国の一つであること
を知っている人はどれくらいいるのでしょう
か。「アジアなどで人身取引された女性が日本
に送られていることを知っていますか」とい
う設問では、「あまり知らない」「全く知らない」
を合わせると56.6％が「知らない」と答えてい
ます。男性より女性の方が「知らない」割合
が高く（図１）、世代別にみると男女とも若い世代で「知らない」割合が高くなっています。

（２）性風俗で働く外国人女性について
　性風俗で働く外国人女性の就労理由につい
ては、「やむなく働いている」と考える人が最
も多く、75.5％、「自分からすすんで働いている」
と考える人が16.6％、「無理やり働かされてい
る」と考える人は6.0％でした（図２）。さらに、
性風俗で働いている外国人女性への対処法と
しては、「厳しく取り締まるべき」（45.3％）と

「保護・支援すべき」（43.5％）とで意見がほぼ
二分されていますが、男性より女性の方が「取
り締まるべき」と考える人がやや多く、特に
50代以上の女性では過半数にのぼります（図
３）。

（３）男性の約4割が性的サービスを買った経
験あり
　「性的サービスを買った経験がありますか」
という質問に、「よくある」「たまにある」と
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図１　人身取引問題の周知
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図２　�性風俗で働く外国人女性の就労理由
に対する考え

図３　�性風俗で働く外国人女性にどう対処
すべきか
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答えた男性は合計で14.3％でした。さらに、「まったくない」と答えた人以外を「性的サービ
スを買った経験が一度でもある」人と考え、「ほとんどない」と答えた人を加えると、41.8％
の男性が一度は性的サービスを買った経験があることになります（図４）。さらに、外国人か
ら性的サービスを買った経験が一度でもある男性は15.7％でした（図５）。

図４　お金を払って性的サービスを受けた経験のある男性
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図５　お金を払って外国人から性的サービスを受けた経験のある男性
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　どのような男性が性的サービスを買って
いるのでしょうか。性的サービスを買った
経験を年齢別に見ると、30代後半～ 40代
の男性の経験率が高く、５割を超えていま
す（図６）。また、職業別に見ると、営業・
販売職（59.0％）やサービス業（50.0％）、
農林漁業（75.0％）の男性の経験率が高く
なっています（図７）。

図６　�性的サービスを買った経験のある男性
（年齢別）
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（４）買売春に対する考え
　人々は一般に買売春についてどのような考えを持っているのでしょうか。図８、９は、性
的サービスを買うこと／売ることについての考えを男女別にたずねた結果です。性的サービ
スを売買することについて、①世間一般でどう考えられているか、②自分自身の場合、③他
人の場合、④家族や知人の場合、どう考えるかをそれぞれ回答してもらいました。
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図８　性的サービスを買うことについて

6.9

7.3

10.0

1.71.7

16.4

10.1

6.0

0.80.8

32.8

22.6

26.0

4.24.2

27.9

15.9

18.9

4.04.0

41.6

38.4

33.5

11.9

31.0

32.4

30.6

14.4

17.9

31.0

29.3

81.4

22.2

40.7

41.8

80.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かまわない どちらかといえばかまわない どちらかといえばよくない よくない 無回答

①性的サービスを買うことに対する世間一般の考え（男性）

（女性）

②自分自身が性的サービスを買うこと（男性）

（女性）

③他人の男性が性的サービスを買うこと（男性）
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④家族や知人の男性が性的サービスを買うこと（男性）
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図９　性的サービスを売ることについて
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④家族や知人の女性が性的サービスを売ること（男性）
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　第一に、性的サービスを買うことに対しても売ることに対しても、女性のほうが男性より「よ
くない」と考える人が多いことがわかります。第二に、性的サービスを売ることよりも買う
ことを「かまわない」と考える人が多くなっています。そして第三に、男性も女性も、他人
が性的サービスを売買するのはかまわないけれど、家族・知人、あるいは自分自身が性的サー
ビスを売買することには抵抗感を示す人が多いことがわかります。
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（５）ポルノグラフィの拡がり
　買売春の需要を下支えするものとして、ポ
ルノグラフィの存在について触れます。図10
は、男性の年齢別に、インターネット、新聞・
雑誌、ビデオなどの媒体を通じてポルノグラ
フィと接触した経験をたずねた結果です。ア
ダルトビデオは比較的若い世代での視聴が多
く、10代～ 30代半ばまでの世代では約７割を
占めています。新聞や週刊誌等の性風俗情報
は、30代～ 50代のサラリーマン世代での接触
が多いのが特徴です。近年とくに拡大してい
るインターネットを通じたポルノグラフィは、
10代から40代までの広い世代で４割の利用経験がみられます。このように、性的サービスを
直接買った経験がなくても、ポルノグラフィとの接触を通じて間接的に性的サービスの売買
にかかわっている男性が多く存在します。

（６）買売春を許容する意識と社会
　図11は、男性が性的サービスを買うことに
ついて「仕方がない」と考える人の割合を示
したものです。女性は男性よりも、「仕方がな
い」と考える割合が低く、男女とも若い世代
のほうがより「仕方がない」と考えているこ
とがわかります。「仕方がない」として性的サー
ビスが売買される現状を放置していれば、性
的サービスの「需要」は減少しないと思われ
ます。性的搾取を目的とする人身取引をなく
すためには、買売春を許容する意識を変えて
いくことも必要だと考えられます。
さらに、「夫は外で働き、妻は家庭を守る」という性別役割分業に賛成する男性ほど、男性が
性的サービスを買うことを「仕方がない」と考えていることもわかりました（図12）。買売春
を許容する意識を変えるためには、こうしたジェンダー意識への働きかけも必要であること
が示唆されています。
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図10　ポルノグラフィの接触経験
（男性、「よくある」「たまにある」の合計）
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（７）人身取引の根絶に向けた「啓発」のポイント
　では、以上のような調査結果をふまえ、今後、
人身取引の根絶に向けて一般市民への「啓発」
を考えるとき、どんなことに気をつければよ
いでしょうか。ポイントは４つあります。
①人身取引問題の周知
　調査の結果、日本人の半数以上が人身取引
問題を「知らない」ことが明らかになりまし
た。したがって、まずは人身取引という問題
が現実に存在しているということをより多く
の人に「伝える」ことが第一の課題となります。
直接的な「需要」者である性的サービスを買っ
た経験のある男性だけでなく、「知らない」と答えた割合が高かった女性や若い世代への周知
も重要です。
②ジェンダー意識への働きかけ
　人身取引問題それ自体を伝えることと合わせて、人々のジェンダー意識への働きかけも必
要です。とくに男性の場合、「夫は仕事、妻は家庭」といった固定的なジェンダー意識を持つ
人ほど、買春を許容する傾向があります。人身取引、買売春の問題を伝えると同時に、人々
の固定的なジェンダー意識を見直すことができるように工夫するとよいと思います。
③性風俗で働く女性への偏見の除去
　人々が買売春を容認するかどうかは、買売春の当事者が他人の場合と親しい間柄の人であ
る場合とで大きく異なります。親しい間柄の人が性的サービスを買ったり売ったりすること
には抵抗があっても、他人が性的サービスを買ったり売ったりすることには、多くの人が無
関心です。人身取引は、被害者の多くが外国人女性であるため、「他人」の問題として捉え、
深く考えない傾向があるとも考えられます。また、性風俗で働く女性全般に対する差別や偏
見が、人身取引を身近な問題として捉えることを妨げている可能性もあります。多くの人々
に関心を持ってもらうためには、人身取引の被害者や性風俗で働く女性たちを、「他人」では
なく、私たちと同じ存在であることを示すことが重要です。
④ジェンダーに応じた啓発戦略
　最後に、人身取引を伝える際には、相手が男性か女性かによって、効果が異なることを考
慮する必要があります。男性には、「買春」やそれに類する行為が人身取引の「需要」になっ
ていることを考えてもらう必要がありますし、固定的なジェンダー意識に気付いてもらうこ
とで買売春を容認する意識を変えることにつながる可能性があります。一方、女性に対しては、
厳しい取締りよりも被害者を保護・支援することの重要性を強調する必要があるでしょう。
　人身取引についてのプログラムを行う際には、対象となる人の性別やジェンダー意識の特
徴をふまえた上で、効果的な啓発のあり方を工夫してください。

割合（ 性別役割分業意識との関係）
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図12　�男性が性的サービスを買うことを
「仕方がない」と考える割合（性別
役割分業意識との関係）
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２． 被害者の立場から考える
　人身取引は人権侵害行為ですが、では被害者は具体的にどのような権利を侵害されるので
しょうか。人権は、すべての人が生まれながらにもっていることが認められている、生きる
ために必要不可欠な権利です。そして国家は、権利である人権を国家自らが奪わないだけで
なく、人権が奪われた場合は、侵害された権利を回復するための制度や措置を用意する義務
があります。さらに、人権侵害について調査し、侵害者を処罰する義務があります。
　人権という言葉は抽象的ですが、人権は人が人らしく生きるために必要不可欠なさまざま
な具体的権利からなっています。私たちには健康に暮らす権利があります。また良好な労働
環境の下で働く権利があります。さらに、無理やり身体を拘束されない権利があります。移
動の自由があります。性的関係を強要されない権利があります。人身取引の被害にあった人々
はこれらの権利をことごとく奪われています。

（１）人身取引による被害の実態
　人身取引対策が本格的に立上がるまでは、人身取引の被害者は「被害者」として認められ
てきませんでした。ここでは性的搾取を目的に人身取引され、日本で被害を受けた外国人女
性たちの被害実態について触れます。彼女たちは売春あるいはその他の性的行為、またスト
リップなどを強要されていました。逃げるにも監視がついている、逃げたら本国の家族を殺
すと脅され、パスポートも取り上げられていました。日本語もよくわからない、地理にも不
案内な状態で、狭いアパートに何人もの女性が入れられ、なかには麻薬を打たれた女性やエ
イズに感染した女性もいました。客の要求に従わなかったという理由で店の人からひどい暴
行を受けた女性もいました。そのような環境の中で逃げ出すために事件を起こして警察に逮
捕される人もいました。不法滞在あるいは不法就労で逮捕される人もいました。

（２）権利の回復のための支援
　人身取引対策が動き出した今は、警察の摘発によって見つかった女性たちは人身取引の被
害者であるかどうかについて警察あるいは入管が判断し、被害者として認定されれば「保護」
されます。彼女たちが受けた人権侵害について、たとえば裁判所に訴えて加害者に損害賠償
を求めたり、不払いの賃金等の支払いを求めるための支援はほとんど行われていません。被
害者の女性たちが早期帰国を望んでいるからであると説明されています。過酷な人権侵害を
受けた彼女たちが、つらい経験をした日本から一日でも早く出て行きたいと思うのも無理は
ありません。しかし、もし被害回復のために裁判を起こすことが可能で、未払い賃金の請求
をすることができるのであれば、その間は日本に残りたいと思う女性たちもいるかもしれま
せん。女性が望むなら日本で侵害された権利を回復するための措置をとれる道を用意するこ
とも検討の余地があるといえるでしょう。
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（３）人権侵害とその周辺
　人身取引の被害者の権利を直接に侵害したのは、もちろん人身取引に直接かかわった人々
です。では、彼女の「性的サービス」を買いにきた客はどうでしょうか。彼女たちの侵害さ
れた権利を法的に救済できる道が実質上開かれていない制度はどうでしょうか。夜の街に多
くの外国人女性たちが風俗店で「働いている」のを知りながら、「お金を稼ぎに来ているのだ
から、少々のことにはがまんして当然」と彼女たちが置かれた状況に無関心でいる人々はど
うでしょうか。

（４）「被害者」というレッテル
　彼女たちは過酷な人権侵害の経験をしながらも、また日本に来る機会があれば来たいと思っ
ているかもしれません。なぜなら彼女たちの多くは、日本で働きたいと思って日本にやって
きたからです。国際結婚を装った人身取引によって結婚し、夫からDV被害を受ける女性たち
もいます。夫のDVから逃れて婦人相談所あるいは民間シェルターによって一時保護された女
性のなかには、別の日本人男性と再婚を望む人もいるかもしれません。なぜなら彼女たちの
多くは、日本の男性と結婚して幸せに暮らしたいと思って日本にやってきたからです。私た
ちは「被害者」と聞くと、過酷な経験を強いられた結果、涙にくれ、打ちひしがれる姿を想
像するかもしれません。容易に回復できないほどの深い心の傷を負った人もいます。被害体
験が原因で精神病になる女性もいます。帰国しても日本で何があったのかを知られたくない
と思い、自分が住んでいた町や村に帰れない女性もいます。また、帰っても日本でのつらい
体験を誰にも語ることなく沈黙を守らざるを得ない女性もいます。しかし、そのような女性
ばかりではありません。人が多様であるように、被害者も多様です。固定的な被害者像をも
つことは誤った認識につながる危険があることについても、私たちは自覚する必要がありま
す。
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３． 帰国後の支援・社会統合
（１）帰国後の課題
　人身取引の被害に遭った人々にとって、人身売買という搾取の状態から抜け出し、出身国
や出身地に帰ることは一種の安堵をもたらすでしょう。しかし同時に帰国後に遭遇する課題
が新たな苦悩の始まりになることもあります。被害回復のための支援が不十分なままの帰国
支援は、被害者が出国前に抱えていた問題の解決になりません。逆に、被害者の人権を尊重
した支援は、自己尊厳を高め、問題に立ち向かうための力の発揮（エンパワーメント）を促
進する契機となります。
　被害者は帰国後にどのような課題に遭遇するのでしょうか。帰国後に遭遇する課題を、安
全確保の課題、経済的な課題、心身の健康に関する課題、人身取引に起因する被害者の子ど
もの課題などから見ていきます。

（２）安全確保の課題
　人身取引者らが課していた「借金」から逃れて出身地に帰郷すると、人身取引者らのネッ
トワークによる情報網で地元のブローカーに情報が流れ、脅迫や危害を加えられるなど安全
が脅かされることがあります。こうした禍から逃れるために、帰国した被害者本人やその家
族は移住を迫られることも少なくありません。とくに滞在国の警察等に人身取引者らの情報
を提供した後は、しばらく帰国先のシェルターに滞在して様子を見てから家族のもとへ帰宅
するなどの対策がとられることもありますが、被害に遭った当事者だけでなく家族を含めた
安全対策がもとめられています。
　
（３）経済的な問題
　被害者が帰国後に遭遇するもっとも深刻な課題は、本人や家族を含めて、仕事や収入がない、
低収入で将来設計を立てることができない、子どもの養育や教育のため、または負債がある
などの経済的なものです。もともと経済的な問題を解決する手段として外国への移住労働を
選択し、その過程で人身取引の被害に遭う人も少なくありません。ですから、人身取引被害
者の家族や親族は、外国に移住労働に出かけた家族構成員が帰国時に経済的な成果を持ち帰
ることに大きな期待を寄せています。
　一方、移住労働の過程で人身売買被害に遭った人にとっては、故郷の家族の過大な期待と
責任感から、人権侵害状態に遭ってもなお経済的な成果を得るまでひたすら忍耐したり、人
身取引被害者として救出されても帰国に消極的になりやすいのです。
　滞在していた国で人身取引状態からなんとか抜け出して就労し貯金や送金を可能とする人
もいます。しかし、送金されていたはずの金が親や家族の遊興費や交際費に浪費されたり、
当人が帰国後に稼いできた金を資金運用および経営スキルの不足で投資に失敗したり、請わ
れるままに親族や家族の要求に応じているうちに貯金が底をつくこともあります。滞在して
いた国でどれだけ経済的な成果をあげようが、帰国後に経済的成果が継続しなければ、経済
的な問題を恒常的に抱えることになり、国内外の移住労働をまた選択せざるを得なくなりま
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す。そこには移住労働をもちかけた人身取引の勧誘に乗って新たな人身取引の対象とされる
危険が潜んでいることもありえます。

（４）心身の健康
　日本で売春を強要されるなど性的搾取に遭っていた人は、避妊具の装着などを店や客が禁
じることも少なくなく、性病やHIV/AIDSなどに感染しやすい状態にあります。また、もと
もと持病を患っていた人は、人身取引最中のストレスや極度の緊張によって、症状が悪化す
る場合もあります。
　身体的な健康被害の他に、前述したように経済的利益をもたらせない自責や、家族や親類、
また地域社会からの非受容、無理解、そして人身取引の最中に遭遇した暴力や侮蔑に対する
心的外傷（トラウマ）などが混在して精神的な抑うつ状態になったり、精神のバランスを崩
したりすることもあります。精神的な不安定さがアルコールや煙草への依存傾向となること
もしばしばあります。こうした、帰国後の元被害者らの精神的ケアの必要性は軽視されがち
です。

（５）人身取引に起因する、被害者の子どもの課題
　人身取引の被害に遭った女性の中には、さまざまな事情で滞在中に知り合った男性との間
に子を宿すことがあります。母親の人身取引に起因して出生した子どもたちは、JFC（日比混
血児）やTJC（タイ日本国際児）と子の父親が日本人男性を想定した呼称が使用されること
もありますが、現実には子の父親の国籍は日本に移住労働に来ていた南米や南アジア出身者
など多様化しています。
　こうした子どもたちが直面しがちな課題は、母親の出身国社会での生活習慣や言語の不適
応、両親の別居や離別、また母親の就業（移住労働を含む）による精神的および経済的な不
安定な環境、多文化の豊かな背景をもつ子どもたちのアイデンティティを肯定的に育む環境、
つまり教育や社会的な多文化理解の受容や共生の思想が十分に共有されない環境に置かれる
ことです。
　フィリピンのＮＧＯドーン（DAWN）では、女性の自立や経済支援と共に、母と子のエン
パワーメントや法的支援を行っています。

（６）社会再統合への自助グループの取組み
　以上のような人身取引被害者が帰国後に直面するさまざまな課題を探った先駆的な調査研
究レポートが国際移住機関から発行されていますCauette & Saito “To Japan and Back Thai 
women recounted their experiences in Japan” 。この調査時には被調査者として調査に協
力した元人身取引被害者の日本から帰国したタイ人女性らが、調査を通して被害や課題を認
識して活性化し、数名の仲間たちと調査3年後に自助団体タイ日移住女性ネットワークSelf 
Empowerment Program of Migrant Women、SEPOMを設立しました。帰国した故郷で、社
会の一員として受入られ、家族とともに地域に住み続けたいというシンプルな希望を実現す
るためのエンパワーメントを目的にさまざまな活動を展開しています。人身取引被害者にとっ
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て、課題がたくさんあった社会に「復帰」するのではなく、出身地であれ、新たな移住先であれ、
社会の一員として尊厳をもって受入られ、家族とともに継続的な暮らしを継続していくこと
を、社会再統合と呼びます。2006年には、ILOが実施した「タイ・フィリピンにおける帰還し
たトラフィッキング犠牲者の経済社会的エンパワーメント事業」に、日本政府は約2億1,155万
円の支援を実施しました。日本で人身取引の被害にあった人々の生活再建・自立支援と持続
的に地域に生活していくための取組みが、自助グループを通じて行われています。
　フィリピンでは、日本で被害にあった女性たちの被害回復とエンパワーメント支援をバティ
ス（BATIS）やドーン（DAWN）というNGOが行っています。

被害者支援とエンパワーメント

　タイ人女性Ｂさんは2000年に日本での就労を勧誘されてタイから日本に移送され、日本の
無店舗型買売春店に売り渡され、550万円の借金を課せられて人身売買されました。ある日、
Ｂさんは転売を予告されたことをきっかけに人身売買を管理していたタイ人女性Ｄからの逃亡
協力をタイ人男性Ｃに要請しましたが、不幸にも逃亡時の騒ぎの最中にＣはＤを殺害してしま
いました。ＢさんはＣさんとともに殺人罪等で起訴され、判決の結果服役しました。
　Ｂさんがこの殺人事件に関与した新聞記事が掲載された時から、人権擁護の市民グループは、
Ｂさんは人身取引の被害者であるとして、Ｂさんの弁護士とともにさまざまな方面の支援を行
いました。弁護士はＢさんの訴訟の弁護と同時に、虚偽の勧誘でＢさんを人身取引した同郷の
女性ブローカーＰをＢさんの代理で刑事告発し、実刑判決が出されました。Ｂさんは服役中に
発覚した末期の子宮癌でタイに送還されましたが、余命２ヵ月と診断されていたにもかかわら
ず、帰国後の余生を、タイのNGOやさまざまな機関の支援を受けながら、同郷人でもあるＰ
の民事告訴に費やし、また20世紀になってもなくならない人身取引の実態と危険性をテレビや
新聞で告発し続けました。こうしたＢさんの権利への主張に対して、2006年３月に国家人権
委員会から女性人権賞を授与しましたが、帰国後７ヵ月目に逝去しました。


